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日本工営グループ中期経営計画の策定に関するお知らせ 

 

 

当社はこのたび、2012年度を初年度とする3カ年の中期経営計画（計画期間 2012年4月～2015年3月）を

策定しましたので、その概要につき下記の通りお知らせします。 

 

記 

 

１． 前中期経営計画のレビューと現在までの主要事業の推移 

 

当社グループは2008年4月に「成長に向けた変革」をテーマとする中期経営計画（計画期間 2008年4

月～2011年3月）をスタートさせ、その目標達成に取り組んできました。この計画期間中に海外コンサル

タント事業では収益体質の改善が進み、また電力エンジニアリング事業では電力会社の設備投資増大によ

り順調に業容を拡大しましたが、国内コンサルタント事業では公共投資の継続的な縮小により大変厳しい

事業環境に晒されました。 

こうした状況下、計画最終年度の2011年3月に東日本大震災が発生し、日本国内における事業環境は一

変しました。国内コンサルタント事業では、大震災や度重なった台風による土砂災害からの復旧・復興案

件に迅速に対応したこと、ならびに技術競争に対する取組みを重点的に強化したことにより受注およびシ

ェアを伸ばし利益が回復しています。一方で電力エンジニアリング事業では、原発事故の影響により高水

準で推移していた電力各社の設備投資が大幅削減となり厳しい受注環境となりましたが、調達方法、生産

体制の見直しおよび不要不急の経費圧縮により利益の低下を最小限に食い止めているところです。また海

外コンサルタント事業では、人口の増大とともに成長ポテンシャルの高い新興国を中心に社会・経済イン

フラの設備需要増大が続いていることを受け、ODA（政府開発援助）案件のみならず国際機関案件にも進出

し、次第に規模を拡大させています。 

 

２． 中期経営計画の概要と基本方針 

 

震災の直接的な影響は一定期間の限られたものであり、中長期的な視点に立てば、今後アジア諸国や新

興国の成長を活力にして国際的な社会経済情勢が推移することは確実であり、当社グループとしてもグロ

ーバル化をさらに推進すべきと考えます。したがって、当社グループが目指す将来像とは、国内において

確固たる技術的基盤（コンサルティングおよびエンジニアリング事業）を維持しながらも、拡大を続ける

海外新興国のインフラ整備市場に軸足を置いて海外事業の拡大に努め、さらには内外にわたって新たな事

業領域を開拓・形成することで持続的な成長を図っている姿です。こうした目標にチャレンジすることで

2020年度には売上規模1,000億円の企業グループを目指します。 

2012年度を初年度とする今回の中期経営計画はこのための最初のステップであり、「グローバル展開の強

化」と「新たな事業領域の開拓と形成」を基本方針に掲げて上記将来像への変革を推し進めます。 

 

 



３． 重点課題 

 

本中期経営計画の基本方針として掲げる「グローバル展開の強化」「新たな事業領域の開拓と形成」に

基づき、以下の重点課題に取り組みます。 

 

① 海外事業拠点の整備とその運営（マルチ・ドメスティック運営の導入） 

「グローバル展開の強化」の前提となる海外事業拡大戦略に基づき事業拠点網を拡充し、ODA のみな

らずNon-ODA市場への積極的進出を図ります。海外事業拠点の新設・増強に当っては「マルチ・ドメ

スティック運営の導入」を基本に推進します。すなわち地域密着型の受注・生産体制、現地要員の登

用等を進めることで自律的運営体制の確立、現地化を進める一方、本社と各拠点の連携をこれまで以

上に密接にすることで一定レベルの品質をグローバルに保証します。 

② 既存事業分野の強化と業域の拡大 

国内外の市場動向、将来の社会資本整備の方向性を見据え、「グローバル展開の強化」と「新たな事

業領域の開拓と形成」の両方針に則り、都市・地域分野（交通を含む）および機電コンサルティング

分野の強化・拡大を推進します。また、日本国内においては震災復興事業に注力するのと並行して、

数年先の公共関連事業費の大幅な減少と質的変化に対応すべく、優位技術の獲得、川上・川下への業

域の拡大を図ります。 

③ 新たなビジネスモデルの開拓と事業運営への参画 

当社グループの蓄積した知見を活用して、国内外の社会資本整備に対応した主として環境・エネルギ

ー関連事業を自ら企画・推進、あるいは潜在的な事業投資需要を掘り起こすことにより、「新たな事業

領域の開拓・形成」を具体化します。 

 

４． 数値目標 

 

本中期経営計画の最終年度の数値目標を以下の通り設定します。 

■数値目標（連結）        （単位：億円） 

 2014年度 

受注高 730

売上高 750

営業利益 

（率） 

40

(5.3%)

経常利益 

（率） 

40

(5.3%)

当期純利益 

（率） 

20

(2.7%)

 

 

 

※ 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ

ります。 

 

 

以 上 


